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連結子会社との合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 

当社は、2012年７月27日に公表いたしました「連結子会社との経営統合に関する基本合意書締結の

お知らせ」のとおり、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である川崎マイクロエレクト

ロニクス株式会社（以下、｢川崎マイクロ｣）を吸収合併する事を決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

なお、本合併は当社の100％出資子会社の吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略してお

ります。 

記 

 

１．本合併の目的 

エレクトロニクス・半導体分野においては、技術革新が急速に進展し、従来のビジネスモデルが

陳腐化するなど、業界は世界的な転換期を迎えており、当社を取り巻く環境は大きく変化しており

ます。このような環境の中で、顧客と共存共栄し、これまで以上に社会に貢献しつつ、変化に適応

しながら継続的な発展を図るため、当社と川崎マイクロは経営資源を結集いたします。 

これにより、環境の変化にも耐えうる、継続して安定的な収益を獲得する事業ポートフォリオを

構築し、アプリケーションやシステム企画、ソリューション提供を主軸として、グローバルな展開

を図る準備を進めてまいります。 

 

２．合併の要旨 

(1) 合併の日程 

合併に係る取締役会決議日 2012 年 11 月 16 日 

合併契約締結日 2012 年 11 月 16 日 

合併の予定日（効力発生日） 2013 年４月１日 

(注) 本合併は、当社においては会社法第796条第３項に規定する簡易合併であり、川崎マイクロにおいて

は会社法第784条第１項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契約承認株主総会を開催いた

しません。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とし、川崎マイクロを消滅会社とする吸収合併方式であります。 

 

(3) 合併に係わる割当ての内容 

本合併による新株式の発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払いはありません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

川崎マイクロは、新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 
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３．合併当事会社の概要 

 （存続会社） （消滅会社） 

(1) 名称 
株式会社メガチップス 川崎マイクロエレクトロニクス 

株式会社 

(2) 所在地 大阪市淀川区宮原一丁目１番１号 千葉市美浜区中瀬一丁目３番地 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 髙田 明 代表取締役社長 山内 由紀夫 

(4) 事業内容 

システムＬＳＩ、自社システムＬ

ＳＩを使った電子部品及びシステ

ム機器の設計、開発、製造(外部委

託)及び販売 

半導体集積回路の設計、製造及び

販売 

(5) 資本金 4,840 百万円 5,046 百万円 

(6) 設立年月日 1990 年４月４日 2001 年７月２日 

(7) 発行済株式数 24,038,400 株 15,039,600 株 

(8) 決算期 ３月 ３月 

(9) 大株主及び持株比率 

（2012 年３月末） 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 7.77％ 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社(信託口) 6.24％ 

有限会社シンドウ 5.16％ 

株式会社シンドウ・アンド・アソ

シエイツ 5.16％ 

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口 9) 4.54％ 

当社 100％(2012 年７月１日) 

(10)直前事業年度の財政状態及び経営成績（2012 年３月期） 

 当社 川崎マイクロ 

連結純資産 24,977 百万円 9,632 百万円

連結総資産 29,247 百万円 15,179 百万円

１株当たり連結純資産 1,042 円 70 銭 640 円 46 銭

連結売上高 35,366 百万円 21,413 百万円

連結営業利益 3,033 百万円 1,714 百万円

連結経常利益 3,262 百万円 1,535 百万円

連結当期純利益 2,127 百万円 23 百万円

１株当たり連結当期純利益 88 円 80 銭 １円 53 銭

 

４．合併後の状況 

本合併後の存続会社である当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決

算期に変更の予定はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は当社100％出資子会社との合併であるため、当社の連結業績に与える影響はありません。 

 

以 上 


